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データ連携基盤であるORDENは、令和４
年度に構築した後、翌５年10月、内閣府より
示された基準を満たし、国家戦略特別区域
データ連携基盤整備事業として認定を受け
ました。そして、この基盤を通じたデータ利活
用の取組として、令和６年３月から公設デー
タ仲介プラットフォーム「Open Data Plat-
form in Osaka（ODPO）」を運用しており、
自治体・事業者が有する非パーソナルデータ
をカタログとして集約し、データの利活用を促
すことにより、住民サービスの向上や都市競
争力の強化を図っています。

また、広域連携の取組としては、令和６年
６月に「自治体データ連携基盤共用化研究
会」を設置し、現在、45道府県の御参加によ
り、各道府県が設置するデータ連携基盤に
係る効果的な課題解決や、共同利用による
コスト面のメリット等について意見を交換して
おります。さらに、ORDENの広域共同利用に
ついては、現在、複数の自治体と協議してい
るほか、内閣府による広域実証の取組とし

て、今年度、関西広域連合の構成自治体の
協力の下、ORDENを活用した防災分野で
の広域情報発信等を実施予定です。

ユースケース創出推進の取組としては、令
和６年度、「ODPOデータ活用アイデアコンテ
スト」を実施し、優秀者に選定された参加者
のうち一者が、翌年度に大阪で住みたいまち
を地図から探せるサイトの事業化を実現しま
した。また、令和７年度以降は「大阪イノベー
ションデータラボ」の実施を通じて、ODPO上
のデータ等を活用した、社会課題解決に資
するサービスの実証・事業化に取り組む参
加者に対して支援を行っております。

現在、ORDENにおいて、データ連携基盤
の構築が中心の段階から、データ利活用に
係る具体的な運用段階へと移行する中、AI
をはじめとするデジタル技術の進展に即応す
るとともに、セキュリティ面をしっかりと確保し
ながら、広域連携やユースケース創出等に
引き続き取り組んでまいります。

大阪府スマートシティ戦略部戦略企画課長 松本　剛志
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大阪広域データ連携基盤（ORDEN）について

令和８年社会生活基本調査の実施に向けて

－前回調査の結果から－

令和８年社会生活基本調査の広報活動について

日本人口学会（第78回）大会に参加して

「社会人のためのデータサイエンス演習」

受講者は令和８年８月25日（火）から募集開始予定

とうけい通信�
スポーツなら宮崎県！／宮崎県

大阪広域データ連携基盤（ORDEN）について



令和８年社会生活基本調査の実施に向けて
－前回調査の結果から－

 

本年10月20日現在で、令和８年社会生活基本調査を実施します。社会生活基本調査では、１日の生活時間の配
分や過去１年間の自由時間における活動の状況について調査しています。ここでは、前回の令和３年調査の結果
から一部を御紹介します。

※１　10歳以上人口に占める過去１年間（令和２年10月20日～令和３年10月19日）の自由時間において該当する種類
の活動を行った人の割合（％）

１　はじめに
社会生活基本調査では、スポーツや趣味・娯楽、ボ

ランティア活動などについて過去１年間（令和３年調
査時は令和２年10月20日～令和３年10月19日）の行動
を調査し、集計結果を「生活行動に関する結果」とし
て公表しています。

また、１日の生活時間の配分を把握するため、時間
帯（15分単位）別の行動を調査し、集計結果を「生活
時間に関する結果」として公表しています。

２　スポーツの行動者率 ～生活行動に関する結果～
それでは、令和３年調査の生活行動に関する結果か

ら「スポーツ」のうち「つり」の行動者率※１をみてみ
ましょう。「つり」の行動者率を都道府県別にみる
と 、 広 島 県 が 1 2 . 2 ％ と 最 も 高 く 、 次 い で 愛 媛 県
（11.9％）、 熊本県（11.8％）、山口県（11.2％）、長
崎県（10.9％）などとなっており、中国地方、四国地
方及び九州地方で高くなっています。（図１）

図１ 「スポーツ」のうち「つり」の都道府県別行動者率

－上位10都道府県－
（％）

順位 都道府県 行動者率
1 広 島 県 12.2
2 愛 媛 県 11.9
3 熊 本 県 11.8
4 山 口 県 11.2
5 長 崎 県 10.9
6 高 知 県 10.8
7 宮 崎 県 10.5
8 佐 賀 県 10.4
8 沖 縄 県 10.4
10 鹿児島県 10.2

「つり」の行動者率

11.0以上
9.0～11.0未満
7.0～9.0未満
7.0未満

（％）
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３　６歳未満の子供を持つ夫・妻の家事関連時間の
推移　～生活時間に関する結果～
次に、生活時間に関する結果から６歳未満の子供が
いる世帯の夫と妻の１日当たりの家事関連時間※２の過
去20年間の推移をみてみましょう。夫の家事時間は、
令和３年は30分で平成13年と比べて23分増加、育児時
間は１時間５分で40分増加しています。一方、妻の家
事時間は２時間58分で55分の減少、育児時間は３時間
54分で51分の増加となりました。（表１、図２）
内訳をみると、夫の家事時間及び育児時間はいずれも
一貫して増加しています。一方、妻は、家事時間が減少
し、育児時間が増加しています。平成28年に初めて※３妻
の育児時間が家事時間を上回りましたが、令和３年はそ
の差が更に拡大しています。（表１、図３）

４　おわりに
今回御紹介した結果は、仕事と生活の調和（ワー
ク・ライフ・バランス）の推進や男女共同参画社会推
進のための基礎資料などに利用されています。
このほか、社会生活基本調査の結果は、子育てや介
護の支援などの少子高齢化対策、スポーツ・文化・ボ
ランティア活動の地域振興策など、各種行政施策に利
用されています。

※２「家事」、「介護・看護」、「育児」及び「買い物」の合計
※３「家事」「育児」の時間を分けて把握を開始した昭和61年調査以降

表１  ６歳未満の子供を持つ夫・妻の家事関連時間の推移（平成13年～令和３年）－週全体平均、夫婦と子供の世帯

図２　６歳未満の子供を持つ夫・妻の家事関連時間の推移（平成13年～令和３年）－週全体平均、夫婦と子供の世帯

図３　６歳未満の子供を持つ夫・妻の家事時間、育児時間の推移（平成13年～令和３年）
－週全体平均、夫婦と子供の世帯

（時間.分）

平成13年 平成18年 平成23年 平成28年 令和３年 平成13年 平成18年 平成23年 平成28年 令和３年
家事関連 0.48 1.00 1.07 1.23 1.54 7.41 7.27 7.41 7.34 7.28
　家事 0.07 0.10 0.12 0.17 0.30 3.53 3.35 3.35 3.07 2.58
　介護・看護 0.01 0.01 0.00 0.01 0.01 0.03 0.03 0.03 0.06 0.03
　育児 0.25 0.33 0.39 0.49 1.05 3.03 3.09 3.22 3.45 3.54
　買い物 0.15 0.16 0.16 0.16 0.18 0.42 0.40 0.41 0.36 0.33
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令和８年社会生活基本調査の広報活動について
令和８年社会生活基本調査の広報については、これまで５月号及び７月号でも紹介してきましたが、今回は、

統計局が実施するインターネットなどの媒体を通じた広報活動を中心に御紹介します。

統計局が実施する広報活動

広報媒体等 概要 実施予定時期 
郵便局 郵便窓口料金モニター ・令和８年社会生活基本調査の周知のた

め、全国約 20,000 の郵便局の郵便窓口
に設置されている「郵便窓口料金モニタ
ー」に広告を掲載 

９月～10 月 

インターネット キャンペーンサイト  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・令和８年社会生活基本調査の概要のほ
か、各調査事項の解説、インターネット
回答の方法（動画）、生活時間の回答例な
どを掲載 

インターネット広告 
 

・各種ウェブサイトに効果的にバナー広
告等を掲載し、キャンペーンサイトへの
誘導を図る 

※キャンペーンサイト誘導バナーのイメージ
 

 
 
 
 
 

９月～ 

統計 Today ・令和８年社会生活基本調査の概要のほ
か、前回調査の結果などを掲載 

８、９月 

雑誌 月刊誌「統計」 ・令和８年社会生活基本調査の概要のほ
か、調査の意義過去の調査結果の利活用、
事例などについての記事を掲載予定 

８月 

政府刊行物 ・統計調査ニュース 
・明日への統計 2026 
・広報誌「総務省」 

・令和８年社会生活基本調査の概要のほ
か、広報用ポスター、キャンペーンサイ
ト、過去の調査結果の紹介などを掲載 

２月～９月 

ポスター 
 

広報用ポスター
 

・商業、教育、交通等の各種団体に対し、
掲出を依頼 

９月～10 月 

（注）広報内容は、変更する場合があります。

８月～
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日本人口学会（第78回）大会に参加して

日本人口学会は、人口に関する科学的な調査研究を
推進し、関連研究者の相互交流を図り、人口学の発展
に寄与することを目的として、1948年に創設された70
年以上の歴史をもつ学会です。本学会には、人口学の
基礎理論や関連する各分野の研究者、人口統計に関連
する官庁や企業の実務家などが加入しており、機関誌
の刊行や日本人口学会大会、研究報告会の開催などの
事業を行っています。

統計局、政策統括官（統計制度担当）、統計研究研修
所及び独立行政法人統計センターは、本学会に団体会員
として加入し、大会において研究成果の発表や統計行政
への取組の紹介を行うなど、積極的に参加しています。

今大会では、チュートリアルセミナー１件、シンポ
ジウム１件、企画セッション３件、高校生ポスター
セッション１件及び自由論題12件が開催され、全国の
大学、研究機関、官公庁などの参加により、多数の発
表が行われました。

統計局では、自由論題G-1「統計･方法」において、
北原国勢統計課課長補佐から、「国勢調査における不
詳補完に関する研究 -CANCEISによる不詳補完を中心
に-」の発表を行いました。

なお、大会の主な構成は以下のとおりです。

○ チュートリアルセミナー
第10回「地方行政のためのGISチュートリアルセミ
ナー：交通インフラとGIS」（大会前日の５日（金）
に開催）

○ シンポジウム
「「出生抑制」（少子化）を考える ―マルサス『人

口論』第６版（1826年）刊行200周年にあたって」

○ 企画セッション１
「時間の使い方をレンズとして：中国と日本における

ライフコース、社会的役割、幸福感の比較分析」

○ 企画セッション２
「人口移動分析の方法：新たな展開と課題」

○ 企画セッション３
「性と生殖の生態学」

○ 高校生ポスターセッション
ポスター展示、表彰式

会場にて（立正大学）

令和８年６月６日（土）から７日（日）にかけて、立正大学（品川区）において、日本人口学会第78回大会が
開催されましたので、その概要を紹介します。

○ 自由論題
A-1 ：「グローバルな

視点」

C-1 ：「モデル・応用」

E-1 ：「人口経済」
E-2 ：「移動」

G-1 ：「統計・方法」

B-1 ：「出生」
B-2 ：「性・セクシュアリ

ティ」
D-1 ：「意識・規範」
D-2 ：「死亡⑴」
F-1 ：「死亡⑵」
F-2 ：「世帯・家族」
F-3 ：「結婚」

「統計研究彙報（第84号）」 論文募集の御案内
現在、統計研究研修所では令和９年３月刊行予定の

「統計研究彙報」に掲載する論文を募集しております。
詳細につきましては、以下のURLを御覧ください。

https://www.stat.go.jp/training/2kenkyu/2-2-bo.html

発表の様子
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「社会人のためのデータサイエンス演習」
受講者は令和8年8月25日（火）から募集開始予定

総務省は、統計リテラシー向上のための取組とし
て、「データサイエンス・オンライン講座」を提供し
ています。

その講座の一つである「社会人のためのデータサ
イエンス演習」を令和８年10月13日（火）に開講し
ます。

データ分析（統計分析）の手法を、表計算ソフト
（Microsoft Excel）や統計解析ソフトＲを使った演習
を交えて学習します。演習は全てビジネス上の事例を
想定した実践的な内容です。

どなたでも受講登録が可能（登録料及び受講料無
料）ですので、是非御登録ください。

データサイエンス・オンライン講座
「社会人のためのデータサイエンス演習」
https://www.stat.go.jp/dss/online02.html

● 開講期間
● 学習時間

● 課　　題
● 講　　師

● 講座の流れ

令和８年10月13日（火）～12月22日（火）予定
１回10分程度×５～８回程度（１週間）×５週
※Excelの演習を含む。このほかにRの演習有り（特別週。10分程度×８回）
各週の確認テストと最終課題の実施
松尾豊氏（東京大学大学院工学系研究科教授）ほか

「社会人のためのデータサイエンス演習」の概要

受講登録はこちらから

１

週※ 各週のテーマ

※２～４週において表計算ソフト（Microsoft Excel）の演習を実施。このほかに、特別週として統計解析ソフトＲ
　の演習を実施

内　容

データサイエンスとは データサイエンスで必要な知識やデータ分析のサイクルを学ぶ
（データサイエンスの未来と必要性、求められるスキルや知識、課題解決法等）

２ 現状を把握して課題を
見つける

データの特徴や２変数間の関連性を捉える方法を学ぶ
（データの特徴や傾向をつかむ、相関分析等）

５ ビジネスでデータサイエン
スを活用するにあたって

分析結果の報告方法や、データを扱う際の注意点を学ぶ
（分析結果の報告、ビジネスケーススタディ、データ倫理等）

３ 過去のデータから未来を
予測してみよう

様々な変数から他の１変数を予測する方法を学ぶ
（単回帰分析、重回帰分析、時系列データ分析等）

４
その差は偶然？それとも意
味のある差？～結果を解釈
する力をみにつける～

データ間に生じる差が偶然か意味のある差かを判定する方法を学ぶ
（２つの母平均の差の検定、２項検定と独立性の検定、統計的因果推論等）

修了証の発行確認テスト及び最終課題講義動画

講師による説明動画でデータ
サイエンスを分かりやすく解説

確認テスト及び最終課題の得点率
により修了証を取得

各週の確認テストにより理解度を確認、
最終課題により習熱度を確認
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スポーツなら宮崎県！
宮崎県総合政策部統計調査課

とうけい通信　

３　スポーツキャンプの聖地
宮崎県では、年間を通してプロ野球、Jリーグやラグ

ビーなど、様々なスポーツチームがキャンプを行いま
す。皆さんの中にも、お目当ての選手を一目見ようと
キャンプシーズンに宮崎県を訪れたことのある方もい
らっしゃるのではないでしょうか？

宮崎県スポーツランド推進課の調査によると、今年
１月から３月までの春季キャンプ・合宿の延べ参加人
数は10万人超えの高水準を維持しており、観客数は約
89万人で過去２番目の多さでした。

経済波及効果は約126億2,700万円（産業連関表を用
いて算出）、ＣＭ・広告料金に換算したＰＲ効果で約
74億7,600万円となり、前年度を上回る結果です。うち
２月の侍ジャパン宮崎春季キャンプ2026には約20万人
の観客が押し寄せ、経済波及効果は約24億500万円（産
業連関表を用いて算出）、ＰＲ効果は約33億7,600万円
と、大きな賑わいをみせました。

４　県民にとっても身近なスポーツ
令和３年社会生活基本調査によると、宮崎県のス

ポーツ行動者数は61万人で、行動者率は65.8％（全国
14位）と、前回調査より1.3ポイント上昇しています。

全国上位の種類別行動者率は、バレーボール5.9％
（同１位）、ゴルフ8.4％（同４位）、剣道0.7％（同５
位）です。行動者率が最も高かったのはウォーキン
グ・軽い体操で、42.4％（同17位）でした。この結果
からも、スポーツは県民の日常生活に密接に関わって
いることが分かります。今年は11回目の調査実施年で
す。スポーツとの関係性がどのように表れるのか、調
査結果が楽しみです。

５　おわりに
現在、宮崎県は国スポ・障スポ開催に向け総力を挙

げて準備を進めており、県全体でスポーツに対する機
運が更に高まっています。

スポーツなら宮崎県！ひなたのように温かな雰囲気
やおもてなしの心で皆さんをお待ちしています。

１　はじめに
皆さんは、「宮崎県」と聞いて何を思い浮かべます

か？元祖南国リゾート、宮崎牛、マンゴー、天孫降臨
の地などでしょうか？

皆さんの多くが思い浮かべたとおり、宮崎県は平均
気温17.4℃（全国３位）、快晴日数53日（同２位）、
日照時間2,116時間（同３位）と温暖な気候に恵まれて
おり、古代から日向、つまり日の出る方に向いている
地と言われています。

このように太陽の恵みを１年中享受できる環境はス
ポーツに適しており、宮崎県は「スポーツランドみや
ざき」の顔も持っています。今回は、スポーツの視点
から宮崎県を見てみましょう。

２　全国トップレベルの豊富なスポーツ施設
宮崎県がプロスポーツチーム等に好まれる理由の一

つは年間を通じて温暖な気候であることは前述のとお
りですが、その他の理由として全国トップレベルの充
実したスポーツ施設があることが挙げられます。

宮崎県では、来年開催予定の日本のひなた宮崎 国ス
ポ・障スポ（以下、「国スポ・障スポ」という。）に
向けて、県内各地に陸上競技場やプールなどのスポー
ツ施設を整備しました。特にテニスコート「ひなた
TENNIS PARK MIYAZAKI」は全豪オープンと同じ
サーフェスのハードコートで、摩擦によりボールが高
く弾む仕様となっており、日本テニス協会から「日本
で最も世界標準に近いコート」として評価されていま
す。今後も国スポをはじめ国内外の大きな大会が計画
されており、当施設から生まれる熱戦に期待が高まる
ばかりです。
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最近の数字
人　口 労　働・賃　金 産　　業 家計（二人以上の世帯） 物　　価

総人口
（推計による人口） 就業者数 完全失業率

（季節調整値）
現金給与総額

（規模５人以上）

鉱工業
生産指数

（季節調整値）

サービス産業
の月間売上高

1世帯当たり
消費支出

1世帯当たり
可処分所得

（うち勤労者世帯）

消費者物価指数

全国 東京都区部
千人（Pは万人） 万人 ％ 円 2020＝100 兆円 円 円 2020＝100 2020＝100

数
実

比
月
同
年
前

％ ポイント ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（注）Ｐ：速報値　＊：対前月
　　　家計（二人以上の世帯）の前年同月比は実質値
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4
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＊
＊
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2.5
…

298,542
318,563
312,699
311,448
531,677

…

102.4
102.0
102.5
102.6
103.9

…
P
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…
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P
P
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統計関係の主要日程（2026年8月～2026年9月）
≪会議及び研修関係等≫

時　期 概　　要 時　期 概　　要
教育関係者向けコース【滋賀大学との共催セミナー】「教育関係者向けセミナー」

（統計研究研修所開催）開講【ライブ配信】

都道府県職員向けコース「統計指導者講習会（中央研修）」開講【ライブ配信】

オンライン統計研修【第２回】統計取扱業務担当職員向け研修「初めて学ぶ統計」
開講（～９月15日）

オンライン統計研修【第２回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「統計利
用の基本」開講（～９月15日）

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「政策立案と統計」開講（～９月15日）

オンライン統計研修【第２回】統計作成実務コース「国民・県民経済計算」開講（～９
月15日）

地域分析コース「地域分析」開講【集合】（～28日）

オンライン統計研修【第２回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「調査設
計の基本」開講（～９月24日）

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「政策評価と統計」開講（～９月24日）

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「ビッグデータ利活用－基礎から応
用まで－」開講（～９月24日）

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「データサイエンス入門」開講（～９
月24日）

オンライン統計研修【第２回】統計作成実務コース「産業連関表の作成・分析」開講
（～９月24日）

データ利活用コース【滋賀大学との共催セミナー】「データサイエンスセミナー」（滋賀
大学開催）開講【ライブ配信】

統計作成実務コース「指数に関する研修－鉱工業指数を中心に－」開講【ライブ配信】

オンライン統計研修【第２回】統計取扱業務担当職員向け研修「統計担当者向け
入門」開講（～29日）

オンライン統計研修【第２回】統計実務職員（統計データアナリスト補）研修「統計分
析の基本」開講（～29日）

オンライン統計研修【第２回】統計データアナリスト研修「統計データアナリスト研修」
開講（～29日） 

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「データサイエンス演習」開講（～
29日）

オンライン統計研修【第２回】データ利活用コース「誰でも使える統計オープンデータ」
開講（～29日）

人口・経済統計コース「経済予測」開講【集合・ライブ配信】（～11日）

ミクロデータコース「ミクロデータ分析-Rによる統計解析-」開講【集合】（～18日）

管理者向けコース「統計幹部講座」開講【オンライン（eラーニング）】（～10月上旬）

≪調査結果の公表関係≫
時　期 概　　要 時　期

家計調査（家計収支編：2026年６月分及び2026年４～６月期平均）公表

家計消費状況調査（支出関連項目：2026年６月分及び2026年４～６月期平均　
ICT関連項目：2026年４～６月期平均）公表

消費動向指数（CTI）2026年６月分及び2026年４～６月期平均公表

労働力調査（詳細集計）2026年４～６月期平均公表

人口推計（2026年３月１日現在（令和２年国勢調査を基準とする確定値）及び2026
年８月１日現在概算値）公表

消費者物価指数（全国：2026年７月分）公表

小売物価統計調査（全国：2026年７月分）公表

サービス産業動態統計調査（2026年６月分速報及び2026年３月分確報）公表

住民基本台帳人口移動報告（2026年７月分）公表

労働力調査（基本集計）2026年７月分公表

消費者物価指数（東京都区部：2026年８月分（中旬速報値））公表

小売物価統計調査（東京都区部：2026年８月分）公表

令和６年全国家計構造調査（所得に関する結果、家計資産・負債に関する結果及
び年間収入・資産分布等に関する結果）公表

家計調査（家計収支編：2026年７月分）公表

家計消費状況調査（支出関連項目：2026年７月分）公表

消費動向指数（CTI）2026年７月分公表

消費者物価指数（全国：2026年８月分）公表

小売物価統計調査（全国：2026年８月分）公表

小売物価統計調査（構造編）2025年結果公表

Statistical Handbook of Japan 2026　刊行

統計トピックス「統計からみた我が国の高齢者－「敬老の日」にちなんで－」公表

サービス産業動態統計調査（2026年７月分速報及び2026年４月分確報）公表

人口推計（2026年４月１日現在（令和２年国勢調査を基準とする確定値）及び2026
年９月１日現在概算値）公表

住民基本台帳人口移動報告（2026年８月分）公表

令和７年国勢調査（人口等基本集計結果）公表

概　　要

８月５日

７日

19日

〃

〃

〃

25日

26日

〃

〃

〃

８月７日

〃

〃

10日

20日

21日

〃

24日

27日

28日

〃

〃

〃

９月４日

〃

〃

18日

８月26日

〃

９月２日

〃

〃

〃

〃

〃

７日

15日

下旬

９月18日

〃

〃

20日

24日

〃

29日

月内
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